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 いじめは、いじめを受けた児童生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全

な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命または身体に重大な危険

を生じさせるおそれのあるものであり、絶対に許されない行為であり、「どの児童生徒にもど

の学校にも起こり得る」ことを認識して対策を講じなければならない重要な課題である。ま

た、いじめ問題は、児童生徒にとどまる問題ではなく、大人の社会においても、パワー・ハ

ラスメントやセクシャル・ハラスメント、児童虐待や高齢者虐待、体罰等、様々な社会問題

が生じている。これらは、人命や人格・人権の尊重、豊かな情操や人を思いやる心、道徳心、

他者との関係調整と心の通う人間関係を構築する力、そして社会・集団の一員としての権利

と義務の理解と実践など、我が国の教育力と国民の成熟度に係る問題である。 

 したがって、こうした問題に大人も子供も含めて社会総がかりで取り組むことは、心豊か

で安全・安心な社会をいかに作るかという国民的な課題に対峙することであり、学校教育に

おいて、「いじめの未然防止・いじめの早期発見・いじめに対する措置」（以下「いじめの防

止等」という。）に手を尽くすことは、将来の成熟した国民を育てる営みに他ならない。 

 この社会総がかりの取組の中核を担うべく、平成２５年に制定された、いじめ防止対策推

進法（以下「法」という。）及び国の「いじめの防止等のための基本的な方針」（以下「国基

本方針」という。）に基づき、平成２５年１１月に船橋市教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）は、「いじめ防止基本方針」「学校いじめ防止基本方針の策定」「いじめ防止等の措置」

の三部からなる「いじめ防止対策推進提要」（以下「提要」という。）を船橋市の学校教育に

おけるいじめ防止対策等の指針として示した。これは、教育委員会及び各学校のいじめ問題

に係る行動計画的な性格を有するものであった。 

 これまで、教育委員会及び学校は、提要をいじめの防止等の指針とし、取組を進めてきた

が、平成２９年３月の国基本方針の改定及び「いじめ重大事態の調査に関するガイドライン

（以下「重大事態ガイドライン」という。）の策定等を受け、これまでの船橋市や学校の取組

を再構築し、市、学校、家庭、地域、関係機関等が連携を密にして、いじめの防止等のため

の対策を総合的かつ効果的に推進するために、提要の「いじめ防止基本方針」を見直し、新

たに法第１２条に基づく「船橋市いじめ防止基本方針」（以下「本基本方針」という。）を策

定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はじめに  
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１ 基本理念 

 

 いじめは、どの児童生徒にも、どの学校でも起こり得る問題である。全ての児童生徒が安

心して、将来に希望を持って生活を送ることができるよう、学校の内外を問わず、全ての児

童生徒がいじめを行わず、いじめを認識しながらこれを放置することがないようにしなけれ

ばならない。これらの実現のためには、児童生徒自身が、いじめが心身に及ぼす影響等、い

じめ問題に関する認識と理解を深め、自らの意志によって、いじめに向かわないようにする

ことが肝要であるとともに、児童生徒の豊かな情操や道徳心、自分と他人の存在を等しく認

めて互いの人格を尊重し合える態度など、心の通う人間関係を構築する素地を養うことが必

要である。 

 また、いじめの防止等の対策はいじめを受けた児童生徒やいじめを受けた児童生徒を助け

ようとした児童生徒の生命、心身を保護することが特に重要であることを認識し、市、学校、

保護者、地域及び関係機関が連携を図り、いじめ問題を克服することを目指して行われなけ

ればならない。 

 

２ いじめの定義 

 

（１）いじめの定義 

  本基本方針では、法第２条に基づき、次のとおりいじめを定義する。 

「いじめ」とは児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している

等当該児童生徒と一定の人間関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な

影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当

該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているものをいう。 

 

  学校…本基本方針では、船橋市立小学校、中学校、特別支援学校及び高等学校をいう。 

   

（２）いじめの判断と留意点 

  いじめに該当するか否かの判断については、表面的・形式的に行うことがないよう、特

段の配慮をし、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かは、いじめられた児童生徒の立場

に立ち、以下の項目に留意して判断することとする。 

   ① いじめには、多様な様態があることを鑑み、法の対象となるいじめに該当するか

否かを判断するにあたり、「心身の苦痛を感じているもの」との要件が限定して解

釈されることのないよう努めること。 

   ② 本人がいじめを否定する場合が多々あることを踏まえること。 

   ③ いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第２２条の「学校におけ

るいじめの防止等の対策のための組織」を活用して行うこと。 

   ④ 「一定の人間関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童

生徒や、塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団(グル―

第１章  いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項 
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プ)等、当該児童生徒との何らかの人的関係を指す。 

⑤ 「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、

嫌なことを無理矢理させられたりすることなどを意味する。けんかやふざけ合い

であっても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、背景にある事情

の調査を行い、児童生徒の被害性に着目して判断すること。 

   ⑥ インターネット上の悪口などで、当該児童生徒がそのことを知らずにいるような

場合など、行為の対象となる児童生徒本人が心身の苦痛を感じるに至っていない

ケースについても、加害行為を行った児童生徒に対する指導等については法の趣

旨を踏まえた適切な対応をすること。 

   ⑦ いじめられた児童生徒の立場に立って、いじめに当たると判断した場合にも、そ

のすべてが厳しい指導を要する場合であるとは限らない。例えば、好意から行っ

た行為が意図せずに相手側の児童生徒に心身の苦痛を感じさせてしまったような

場合、すぐに加害者が謝罪し、教員の指導によらずして良好な関係を再び築くこ

とができた場合等は、学校は「いじめ」という言葉を使わず指導するなど、柔軟

な対応をすること。ただし、これらの場合であっても、法が定義するいじめに該

当するため、事案を法第２２条の「学校におけるいじめの防止等の対策のための

組織」へ情報共有すること。 

   ⑧ 児童生徒が行った行為が、いじめを意図して行った行為ではなく、また１回のみ

で継続して行われた行為でなくても、その行為によって児童生徒が心身の苦痛を

感じている場合は、いじめとして認知して適切に対応すること。 

⑨ 具体的ないじめの態様としては、以下のようなものがある。 

    ・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

    ・仲間はずれ、集団による無視をされる 

    ・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

    ・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

    ・金品をたかられる 

    ・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

    ・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる       等 

   ⑩ ⑨に挙げたいじめの中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、早期

に警察に相談することが重要なものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な

被害が生じるような、直ちに警察に通報することが必要なものが含まれる。これ

らについては、教育的な配慮や被害者の意向を配慮の上で、早期に警察に相談、

通報の上、警察と連携した対応をとることが必要である。 

 

３ いじめの理解 

 

 いじめは、児童生徒の健全な成長のみならず、時として、その生命及び身体に重大な影響

を及ぼすものでありながら、目につきにくい時間や、場所、方法で行われることに加えて、

いじめられている本人がそれを否定する場合もあり、大人が気付きにくい性質を持っている。

いうなれば、いじめは見ようとしなければ見えないものである。とりわけ、嫌がらせや仲間
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はずれ等の「暴力を伴わないいじめ」は、多くの児童生徒が入れ替わりながら、加害も被害

も経験する。また、「暴力を伴わないいじめ」であっても、何度も繰り返されたり多くの者か

ら集中的に行われたりすることで、「暴力を伴ういじめ」とともに、生命又は身体に重大な危

険を生じさせうる。 

加えて、いじめの加害・被害という二者関係だけではなく、無秩序性や閉塞性といった学

級や部活動等の所属集団の構造上の問題、いじめを面白がったりはやし立てたりする「観衆」

の存在や見て見ぬふりをすることで、暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在にも、注意

を払い、集団全体に「いじめ」を許容しない雰囲気が醸成されるようにすることが必要であ

る。 

 いじめを許容しない雰囲気を醸成するには、児童生徒への働きかけに加えて、教職員や保

護者をはじめとした大人の姿勢が大きな影響を与える。大人の振る舞いや言動がいじめに暗

黙の了解を与えたり、いじめを助長したりすることがあることを重く受け止める必要がある。 

 

４ いじめの防止等に関する基本的な考え方 

 

（１）いじめの未然防止 

  根本的ないじめの問題の克服のためには、全ての児童生徒を対象とした未然防止の観点

が極めて重要である。いじめの未然防止のためには、日常的にいじめ問題について触れ、

「いじめは人間として絶対に許されない」という雰囲気を学校全体に醸成していくことが

大切である。そのためには、児童生徒、保護者と教職員が「いじめとは何か」について具

体的な認識を共有することが重要である。 

  また、全教育活動の充実を図ることで、児童生徒にいじめに向かわない態度・能力を育

み、自他の存在を正しく認め、他者の気持ちを共感的に理解できる豊かな情操を養うこと

が必要である。 

  さらに、いじめの背景にあるストレス等の要因に着目し、これらに適切に対処できる力

を育てるとともに、全ての児童生徒に活躍できる場面・場所を与え、自己肯定感や自己有

用感を高める働きかけを行っていくことが大切である。 

 

（２）いじめの早期発見 

  いじめの早期発見は、いじめへの迅速かつ適切な対処の前提であり、日常的な関わりの

中での観察や定期的なアンケート調査、個別面談の実施により積極的にいじめの兆候を捉

えにいく取組と、いじめを許さない風土作りにより、児童生徒が速やかに相談できる体制

を学校内外に整備する取組が重要である。 

 

（３）いじめへの対処 

 本基本方針の「基本理念」にもあるように、いじめを受けた児童生徒及びいじめを受け

た児童生徒を助けようとした児童生徒の生命及び心身を保護することが何よりも重要であ

る。したがって、児童生徒を徹底して守り抜くためには、各学校において発見者や担任等

が一人で解決しようとせず、必ず各学校で定められた手順により組織で対応し、家庭、教

育委員会等との連絡を密にすることが必要である。また、必要に応じて警察や児童相談所

など関係機関等と速やかに連携をとることが重要である。 
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  いじめに係る指導と支援は、単なる事態の収拾を目的としたものではなく、いじめを受

けた児童生徒のみならず、いじめを行った児童生徒や観衆や傍観者も含めた、全ての児童

生徒のより良い成長を促すことを目的としなければならない。正確な事実の確認（関係児

童生徒の家庭環境など背景も含んだ総括的なもの）をした上で、適切な指導をするととも

に、いじめが発生した集団の状況を適切に把握し、併せて、必要な指導を行い、再発防止

を徹底する。 

 

（４）家庭や地域との連携 

  社会全体で児童生徒を見守り、児童生徒の健全な育成を図るためには、家庭や地域との

連携が不可欠である。学校は平素から家庭や地域にいじめ対策についての積極的な情報発

信に努めるとともに、実際にいじめ問題を含む問題行動等が発生した際には、迅速に協力

し、対処できる体制を確立しておくことが重要である。 

 

（５）関係機関との連携 

  いじめの問題への対応においては、教育委員会や医療機関、警察等の関係機関との連携

が必要な事案も少なからずある。特に、いじめの認知や早期発見のために相談機関や医療

機関との情報共有や、学校における指導を効果的にするために警察や児童相談所との適切

な連携をすることは不可欠である。平素から、学校や教育委員会と関係機関の担当者が未

然防止や早期発見及び対応のために、情報共有体制を構築しておくことが必要である。 

  さらに、本章の２（２）「いじめの判断と留意点」で述べたとおり、犯罪行為として取り

扱われるべきと認められるもの等については、早期に警察との連携が必要である。 

 

 

 

 

 

１ いじめの防止等のために船橋市が実施すべき施策 

 

（１）いじめの防止等のための体制整備 

  ① 船橋市いじめ問題対策連絡協議会の設置 

   船橋市は、いじめ防止等に関する機関及び団体との連携を図るため、法第１４条第１

項に基づき、「船橋市いじめ問題対策連絡協議会」（以下「連絡協議会」という。）を設置

する。いじめ問題対策に関する連絡協議、情報交換、意見聴取を行い、実効的ないじめ

防止等に努めるものとする。 

連絡協議会は、学校関係者、教育委員会、児童相談所、地方法務局及び警察関係者等

の委員で構成する。 

 

② 船橋市いじめ問題調査委員会の設置 

   船橋市は、連絡協議会との連携の下に本基本方針に基づく対策を実効的に行うため、

法第１４条第３項の規定を踏まえ、教育委員会の附属機関として「船橋市いじめ問題調

査委員会」（以下「問題調査委員会」という。）を設置する。 

第２章 いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 
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問題調査委員会は国基本方針において、法第２８条第１項に規定するいじめの重大事

態が発生した場合の、学校の設置者としての調査組織とすることが望ましいとされてい

ることから、その調査組織を兼ねるものとする。よって、問題調査委員会は、教育、法

律、医療、心理、福祉等についての専門知識及び経験を有する者で構成することを基本

とする。なお、委員は当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を

有しない者をもって構成し、その公平性・中立性を確保するものとする。 

    

（２）具体的な取組 

  ① いじめの未然防止・早期発見のための取組 

ア 学校の教育活動全体を通じた豊かな心の育成 

    ・道徳教育、人権教育、体験活動等の充実に関わる指導、助言及び情報提供を行う。 

    ・「いじめ防止・相談」啓発カードを使い、いじめ防止に関する啓発活動を推進する。 

   イ 児童生徒等の主体的な活動の推進 

   ・各学校で行われている児童生徒等のいじめ問題に関する主体的な取組を情報提供

しながら推進する。 

   ウ 相談体制の充実 

    ・いじめ防止・相談に関する啓発カードを全児童生徒に配付し、船橋市総合教育セ

ンター教育支援室や船橋市青少年センター等の相談窓口の周知を図る。 

   エ スクールカウンセラーの配置 

・スクールカウンセラーを全小・中・高等学校に配置し、いじめを受けた児童生徒

及び保護者の相談やケアに応じる体制を強化する。 

   オ スクールソーシャルワーカーの配置 

    ・スクールソーシャルワーカーを配置し、問題を抱えた児童生徒を取り巻く環境に

働きかけ、児童生徒の悩みや抱えている問題の解決に向けて支援する。 

カ いじめに関する実態把握と分析 

･いじめに関する取組状況調査を年2回実施し、各学校の取組を把握するとともに、

その分析結果を各学校に周知し、指導・助言する。 

   キ インターネットを通じて行われるいじめに対する対策 

      ・「船橋市立学校ネットパトロール等事業」を実施し、実態把握及び早期発見に努め、

問題となる情報が発見された場合には、学校と連携・協力して適切な対応を行う。 

・情報社会における正しい判断や望ましい態度を育てたり、情報社会で安全に生活

するための危険回避の方法を理解させたりする「情報モラル教育」の推進を図る。 

   ク いじめの予防教育の推進 

    ・人権を守ることの重要性やいじめの法的な扱いなどについて理解を深める「いじ

めの予防教育」の推進を図る。 

 

② いじめへの対処のための取組 

   ア いじめに対する措置 

    ・学校からいじめに関する報告を受けたときには、必要に応じて、当該学校に対し

必要な支援を行い、もしくは必要な措置を講ずることを指示し、又は当該事案に

係る必要な調査を行う。 
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   イ 警察への通報・相談による対応 

    ・いじめ事案が犯罪行為として扱われるような場合は、「児童生徒の健全育成に関す

る学校と警察との相互連絡制度の協定書」に基づき、早期に警察への通報や相談

を行い、警察と連携して対応するよう指導・助言する。 

   ウ 学校間・他市間との調整 

    ・いじめを受けた児童生徒やいじめを行った児童生徒が同一校に在籍していない場

合には、教育委員会が学校相互間あるいは市相互間の連携協力体制の調整を行う

などして、いじめの問題解決に向けた対応を進める。 

   

③ 学校及び教職員への指導・支援の取組 

   ア 教職員の資質向上に必要な措置と研修の実施 

    ・人権教育担当者、道徳教育担当者、生徒指導担当者等を対象とした研修会を実施

し、いじめ防止等に関する資質の向上を図る。 

    ・学校の校内研修会に講師を派遣し、各学校における校内研修の充実を推進する。 

    ・さまざまな児童生徒の特性に配慮するため、具体的な支援方法について教職員の

理解が深められるよう、研修会等で専門性や指導力の向上を図る。 

   イ 学校訪問等による指導・支援 

    ・中学校の生徒指導連絡会と連携を図り、情報共有及び指導・助言を行う。 

    ・全小学校を年２回指導主事が訪問し、いじめ対応を含め生徒指導上の諸問題に対

して学校と協議し、指導・助言を行う。 

 ・学校からの要望に応じ、指導主事を学校に派遣し、児童生徒の観察や見守りを行

う。 

ウ 「学校いじめ防止基本方針」について 

     ・学校におけるＰＤＣＡサイクルの状況や公表状況を把握し、見直しについて指導・

助言する。 

   エ スクールロイヤーによる指導・助言 

     ・学校が行っている対応が児童生徒の最善の利益につながっているかなどについて、

法的観点からスクールロイヤーが判断するとともに、課題解決に有効な指導・助言

を学校に対して行う。 

    ・法的側面からみた、児童生徒に関わる問題の予防教育（いじめやＳＮＳの危険等

に関する授業や講演、教職員の研修等）を行う。 

 

２ いじめの防止等のために学校が実施すべき施策 

 

  学校はいじめの防止等のため、「学校いじめ防止基本方針」に基づき、いじめの防止等の

対策のための組織を中核として、校長の強力なリーダーシップの下、協力体制を確立し、

教育委員会と適切に連携の上、学校の実情に応じて対策を推進する。 

 

（１） いじめの防止等のための体制整備 

① 学校いじめ防止基本方針の策定  

    学校は、法第１３条の規定により、国基本方針、千葉県いじめ防止基本方針及び本
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基本方針を参酌し、自らの学校として、どのようにいじめの防止等の取組を行うかに

ついての基本的な方向や、取組の具体的内容等を「学校いじめ防止基本方針」として

定める。策定にあたっては、必ず全教職員で検討、作成し、共通理解を図るものとす

る。 

なお、「学校いじめ防止基本方針」は学校ホームページなどで公開する。また、取組

の実施状況について学校評価の評価項目に設定し、各学校は評価結果を踏まえ、ＰＤ

ＣＡサイクルに基づいて、学校におけるいじめの防止等のための取組の改善を図る。 

 

② 学校におけるいじめ防止等の対策のための組織の設置 

    学校は、法第２２条の規定により、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置

を実効的に行うため、組織的な対応を行う中核となる常設の組織を設置する。構成員

については、複数の教職員・心理、福祉等の専門的知識を有する者その他の関係者と

し、必要に応じて、当該事案に関係の深い教職員等を追加するなど、柔軟な組織とす

ることが有効である。 

    当該組織の具体的な役割としては、 

    ・学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成、実行、検証、修正

の中核としての役割 

    ・いじめの相談、通報の窓口としての役割 

    ・いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに係る情報収集と記録、共

有を行う役割 

    ・いじめの疑いに係る情報があった時には緊急会議を開き、いじめの情報の迅速な

共有、関係のある児童生徒への事実関係の聴取、指導や支援の体制、対応方針の

決定と保護者との連携といった対応を組織的に実施するための中核としての役割 

などが想定される。 

    なお、法第２８条第１項に規定する重大事態の調査のための組織について、学校主 

体となってその調査を行う場合には、この組織を母体として、事案の性質に応じて専

門家等を加えるなどの方法によって適切に対応する。 

 

（２）具体的な取組 

  ① いじめの未然防止のための取組 

   全ての児童生徒を対象に、いじめに向かわせないための未然防止に取り組む必要があ

る。 

   いじめの未然防止のためには、児童生徒一人一人の心の成長を図るため、全ての教育

活動を充実させ、いじめに向かわない態度・能力を育てていくとともに、自分の存在と

他人の存在を等しく認め、他人の気持ちを共感的に理解できる豊かな情操を培っていか

なければならない。 

   さらに、児童生徒が他者への思いやりや心の通じ合うコミュニケーション能力を育み

ながら、周囲の友人や教職員と信頼関係を築く中で、授業や行事に主体的に参加、取り

組むことができるよう、授業づくりや集団づくりを行っていくことが大切である。 

   こうした教育活動を支えるのが、教職員のいじめに関する認識の深さといじめに対し

て真摯に向き合う姿勢であり、児童生徒の変化や様子から内面を推し量る教職員の鋭敏
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さが求められる。 

 

＜具体的取組の例＞ 

  ア 心の教育の充実 

   ・いじめを題材とした指導を年間計画に位置付けるなどして、道徳科や学級活動、

学校行事等あらゆる教育活動を通して、思いやりや自他のわきまえ、生命・人権

を大切にする心を育てる。 

イ 互いに認め合う学級経営の充実 

   ・全ての児童生徒が良さを発揮でき、互いに認め尊重しあえる集団を育てる。 

   ・児童生徒が自ら考え行動する活動を大切にし、規律と活気ある集団を育てる。 

   ・正しい言葉遣いができる集団を育てる。 

  ウ 生徒指導の機能を生かした教育活動の実践 

   ・「自己決定の場」「自己存在感」を与え「共感的人間関係」が育つ授業を行う。 

   ・「楽しく」「分かる」授業を通して、児童生徒の学習意欲と学力を高める。 

  エ 自分たちの問題として考えたり取り組んだりするための児童会・生徒会活動 

   ・「いじめゼロ宣言」や「いじめ撲滅キャンペーン」などを通して、児童生徒自身が

いじめ問題に対して主体的に取り組む意識を育て、いじめを許さない学校風土を

つくる。 

  オ さまざまな児童生徒の特性に配慮するための支援 

   ・発達障害や性の多様性等に対する特性を理解し、個々の教育的ニーズに応じた適

切な支援を行う。 

カ 情報モラル教育及び啓発活動の充実 

 ・専門性の高い講師による講演会を行うなど情報モラル教育を計画的に実施する。 

 ・インターネット等を使用させる場合の家庭内のルール作りや留意点等について児

童生徒及び保護者への啓発活動を積極的に行う。 

キ 教職員一人一人の鋭敏さを持った見守り 

   ・表情や教職員に向ける視線、交友関係の変化やグループ内での様子、授業への取

組状況や学校生活の活力の他、持ち物や掲示物の汚損等、視点を明確にして見守

り、観察する。 

  

② いじめの早期発見のための取組 

   いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処の前提であり、すべての大人が連携し、

児童生徒の些細な変化に気づく力を高めることが必要である。 

早期発見のためには、日常的な関わりのなかでの観察やアンケート調査の実施、教育

相談の充実が必要不可欠である。さらに、いじめを許さない風土づくりや児童生徒が発

するＳＯＳのサインをすくい上げる仕組みづくりに学校全体で取り組むとともに、家庭

との連携を図り、より多くの目で児童生徒を見守っていくことが大切である。 
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＜具体的取組の例＞ 

   ア 日常的な関わりのなかでの観察 

    ・生活ノートや連絡帳などを積極的に活用し、児童生徒の日々の変化を捉える。 

    ・表情やしぐさなどに目を配り、気になる児童生徒にはこまめに声をかける。 

    ・複数の目で早期にいじめを発見できるように、多くの教職員が意図的に児童生徒

に関わる。 

   イ アンケート調査の実施 

    ・アンケート調査は、直接いじめを訴えることのできない児童生徒にとって有効な

手立てであるので、年２回以上は実施する。 

    ・アンケート調査の結果については、必ず担任を含めた複数の教職員で分析を行い、 

必要に応じて迅速かつ適切に対応する。 

   ウ 教育相談活動の充実 

    ・定期的な教育相談期間等を設定し、年間計画に位置付けるとともに日頃からあら

ゆる機会を見つけ、教育相談を実施する。 

    ・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の活用を積極的に行い、

児童生徒や保護者の相談やケアに応じる体制を整備する。 

エ 相談窓口の周知徹底 

    ・いじめについて児童生徒や保護者が相談できる相談機関の周知を確実に行い、児

童生徒及び保護者が気兼ねなく相談できる体制を整備する。 

    ・いじめを訴えることは、「言いつける（チクる）」などではなく、生命と人権を守

る行為であることを、児童生徒に根付くよう継続的に指導する。 

    ・児童生徒のＳＯＳのサインをすくいあげる取組として、悩み相談箱等を設置する。 

   オ 家庭・地域との連携 

    ・学校だより、学校ホームページ、保護者会等を通して、平素からいじめに対する

学校の考え方や取組を周知し、協力を要請しておく。また、児童生徒で気になる

点がある場合は、速やかに学校に相談するよう周知する。 

    ・各学校において、道徳科の授業を公開するなど、家庭や地域の理解を得ながら児

童生徒の心の教育の充実を図る。 

 

③ いじめへの対処のための取組 

   いじめを認知した場合、学校は直ちに、いじめを受けた児童生徒やいじめを知らせて 

きた児童生徒の安全を確保し、いじめたとされる児童生徒に対して事情を確認した上で 

適切に指導する等、組織的な対応を行う。また、家庭への連絡・相談や、事案に応じ教

育委員会、警察、児童相談所、医療機関等の関係機関とも連携の上、対処することとす

る。 

 学校は、いじめが解消に至っていない段階では、いじめを受けた児童生徒を徹底的に

守り通し、その安全・安心を確保する責任を有する。 

 いじめが「解消している」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必

要がある。 

 〇いじめに係る行為が止んでいること 

  いじめを受けた児童生徒に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インター
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ネットを通じて行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続してい

ること。この相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とする。 

 〇いじめを受けた児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと 

  いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、いじめを受けた

児童生徒がいじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。いじ

めを受けた児童生徒本人及びその保護者に対して、心身の苦痛を感じていないかど

うかを面談等により確認する。 

 

＜具体的取組の例＞ 

   ア 組織的対応 

    ・いじめを発見したら、特定の教職員が一人で抱え込むことなく、必ず各学校で定

められた手順で報告し、組織的な対応につなげる。 

    ・いじめの態様によって、校外の関係機関との連携について検討し、学校だけで解

決することに固執しないこと。 

   イ 丁寧な事実確認と方針の決定 

    ・いじめを受けた児童生徒、いじめを行った児童生徒、周りにいた児童生徒も含め

て多方面から情報収集し、事実関係を明確にしながら、いじめの全体像を把握し

た上で、事実に基づく具体的な対応方針を決定する。 

   ウ いじめを受けた児童生徒への対応 

    ・いじめを受けた児童生徒やいじめを知らせてきた児童生徒の安全確保を最優先に

行う。 

・安全な環境で事情や心情を聴き取り、状態に合わせた継続的な支援を行う。 

エ いじめを行った児童生徒への対応 

・丁寧に話を聴き取り、教育的配慮の下、毅然とした適切な指導を行う。 

・いじめに至った要因や背景を把握し、その抱えている問題を明確にした上で、継

続的な指導・支援を行う。 

オ 周囲の児童生徒への対応 

・いじめをはやし立てたり面白がったりする観衆やいじめを見て見ぬふりをする傍

観者の立場にある児童生徒には、いじめに加担する行為であることを理解させ、

再発を防ぐ指導を行う。 

   カ 保護者との連携 

    ・いじめ問題の解決のため、事実関係を整理し、正確かつ速やかに関係保護者に伝

える。 

・学校の支援方針・指導方針を伝えるとともに、学校と家庭が協力して問題の解決

及び再発防止に向け取り組む。 

    ・いじめ問題指導中及び解決後も、児童生徒の学校や家庭での様子を定期的に情報

交換し、経過観察を行う。 

キ 関係機関等との連携 

    ・学校だけでは解決が困難な事案については、学校と教育委員会が連携し、迅速か

つ的確に対応を行う。 

・関係機関と連携しながら個々の事案に対処する場合、警察は司法的立場から、児



12 
 

童相談所は福祉的立場から、医療機関は医療的立場から、それぞれに事案を捉え

ることに留意し、学校における支援・指導が一貫性をもって行えるよう、学校と

しての考え方をしっかり持って、連携を図っていく。 

・ＰＴＡや地域の関係団体等といじめの問題について協議する機会を設けたり、学

校評議員会を活用したりするなどして、より多くの大人が子供の悩みや相談を受

け止めることができるよう連携を図る。 

   ク インターネットを通じて行われるいじめへの対応 

    ・インターネット上の不適切な書き込み、名誉棄損、プライバシーの侵害等があっ

た場合は、事実を明確にし、削除や関係機関に相談するなど、必要な措置を講ず

る。 

 

３ 保護者の役割 

    保護者の役割については、法第９条に次のように規定されている。 

（保護者の責務等） 

第９条 保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、その保護す

る児童等がいじめを行うことのないよう、当該児童等に対し、規範意識を養うための指

導その他の必要な指導を行うよう努めるものとする。 

２ 保護者は、その保護する児童等がいじめを受けた場合には、適切に当該児童等をい

じめから保護するものとする。 

３ 保護者は、国、地方公共団体、学校の設置者及びその設置する学校が講ずるいじめ

の防止等のための措置に協力するよう努めるものとする。 

 

なお、いじめを受けた児童生徒の生命及び心身を保護することが最優先されるべき

であるが、いじめを受けている児童生徒は保護者に心配をかけたくないという思いや、

家庭はいじめと無関係の空間にしておきたいなど様々な考えから、いじめを受けてい

ることを隠すこともあるため、いじめの認知が難しい場合がある点に留意する。 

    

４ 市民の役割 

   いじめは、学校外において起こることも少なくない。学校外でいじめ事案が発生する

と、人の目が届きにくく重症化する傾向もあることから市民による児童生徒に対する見

守りなど、安心して児童生徒が過ごすことのできる環境づくりに努めることが大切であ

る。具体的には、児童生徒が登下校の際に声掛けをしたり、地域の祭りや行事等におい

て地域の児童生徒との交流を積極的に行ったりすることなどが考えられる。 

   また、市民は、いじめを発見した場合、又は、いじめの疑いがあると認められる場合

には、市、学校その他の関係者などに情報を提供することが重要である。 

 

 

 

 

 

 



13 
 

 

 

 

１ 重大事態の意味 

 「重大事態」は法第２８条第１項において次のように定義されている。本基本方針におい

ても同様に定義する。 

１ いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生

じた疑いがあると認めるとき。 

２ いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余

儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

 なお、第１号の「重大な被害」については、国基本方針に基づき、いじめを受けた児童生

徒の状況に着目して、以下のように判断する。 

 例えば・児童生徒が自殺を企図した場合 

    ・身体に重大な傷害を負った場合 

    ・金品等に重大な被害を被った場合 

    ・精神性の疾患を発症した場合  などのケースが考えられる。 

 また、第２号の「相当の期間」についても、国基本方針に基づき、不登校の定義を踏まえ

て年間３０日を目安とする。ただし、児童生徒が連続して欠席しているような場合は、この

目安に捉われることなく、迅速に調査、対応に着手すべきである。 

 さらに、児童生徒や保護者から、いじめにより重大事態に至ったとの申し立てがあった場

合、その時点で学校が、「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態にはあたらない」と考

えたとしても、重大事態が発生したものとして、適切に対応しなければならない。 

 

２ 重大事態の報告 

重大事態が発生したと学校が判断した場合、学校は速やかに教育委員会に報告する。教育

委員会は学校からの報告を受けて、市長に報告する。 

重大事態の発生時は、まだその重大事態の概要の把握も難しく、いじめによるものかどう

かさえ判断できないことも予測される。各学校においては、平素から疑いのある事案につい

て、早い段階で教育委員会に報告・相談するように努めなければならない。 

 

３ 重大事態の調査 

（１）調査の主体等の決定 

学校から重大事態の報告を受けた場合、教育委員会は、その事案の調査を行う主体を学

校とするか教育委員会とするかについて、従前の経緯や事案の特性、いじめを受けた児童

生徒又は保護者の要望などを踏まえ、判断する。 

 

（２）調査を行うための組織 

学校が主体となって調査を行う際には、学校に設置されている法第２２条の「学校にお

けるいじめの防止等の対策のための組織」を母体にして、重大事態の内容・性質に応じて

教育委員会並びに適切な専門家等と連携して対応する。 

  教育委員会が主体となって調査を行う際には、問題調査委員会で実施する。 

第３章  重大事態への対処 
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（３）調査の実施 

  調査の目的は、当該重大事態に対処するとともに、同種の事態の発生防止に資すること

にある。したがって、重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰

から行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係

にどのような問題があったか、学校・教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、

可能な限り網羅的かつ明確にすることが重要である。 

  このことを念頭に置き、調査組織において、当該重大事態の状況に応じた調査方法等を

決定の上、適切に調査を進める。教育委員会及び学校は、調査組織に対して積極的に資料

を提供するとともに、調査結果を重んじ、主体的に再発防止に取り組まなければならない。

調査に当たっては、「重大事態ガイドライン」の内容により適切に実施する。 

 

４ 調査結果の提供及び報告 

（１） いじめを受けた児童生徒及びその保護者への適切な情報提供 

教育委員会又は学校は、調査組織の調査結果を受けて、調査により明らかになった事実

関係や再発防止策について、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して、適切に提供

する。 

 なお、これらの情報の提供に当たっては、教育委員会又は学校は、他の児童生徒等のプ

ライバシー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に配慮し、適切に提供するものとする。 

 

（２）調査結果の報告 

調査組織の調査結果については、法第３０条第１項に基づき、教育委員会より（学校が

調査主体となったものは、学校より教育委員会に報告し、教育委員会を通じて）市長に報

告する。 

なお、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた児

童生徒又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果の報告に添えて市長

に提出する。 

 

５ 調査結果の報告を受けた市長による再調査及び措置 

（１） 再調査 

上記（２）の報告を受けた市長は、法第３０条第２項に基づき、報告された重大事態へ

の対処又は同種の事態の発生の防止のために必要があると認めるときは、「船橋市いじめ

問題再調査委員会」を設置して、学校又は教育委員会による調査結果について調査を行う。 

 

（２） 再調査の結果を踏まえた措置等 

市長は、再調査を行ったときには、法第３０条第３項に基づき、個々の事案の内容に応

じて個人情報等に配慮しながら、再調査の結果を市議会に報告する。 

また、市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任において、

当該事態への対処又は同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずる。 
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６ その他の留意事項 

（１）重大事態が発生した場合に、関係のあった児童生徒が深く傷つき、学校全体の児童生

徒や保護者や地域にも不安や動揺が広がったり、時には事実に基づかない風評等が流れ

たりする場合がある。教育委員会及び学校は、児童生徒や保護者への心のケアと落ち着

いた学校生活を取り戻すための支援に努めるとともに、一貫した情報発信、個人のプラ

イバシーへの配慮に留意する。 

 

（２）事案の重大性を踏まえ、教育委員会においては、学校と連携の上、必要に応じて、い

じめを行った児童生徒の保護者に対して当該児童生徒の出席停止措置やいじめに関連し

た児童生徒又はその保護者が希望する場合には、就学後の通学指定校の変更や区域外就

学等の弾力的な対応を検討するなど、必要な対応を行う。  

 

 

 

 

１ 調査結果等の資料の保存について 

 いじめに関する調査結果等の資料については、市、教育委員会が定める文書管理におけ

る諸規則に従い、適切に取り扱うものとする。 

 

２ 基本方針の見直しについて 

  本基本方針は、船橋市ホームページで公表し、連絡協議会又は問題調査委員会が必要が

あると認められるときは、改善のための見直しを実施する。内容に変更があった場合は、

ホームページ等を活用し、遅滞なく市民に周知する。 

 

 

第４章  その他いじめの防止等のための対策に関する重要事項 


